 　          別記様式第１号

             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号

             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日

             　○○県（都道府）知事　殿


提出
○○○市町村長　　
                                              　　    事業実施主体名

                                                 　　 代 表 者 氏 名     

            　　○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業交付金入札結果報告・着工届

　          このことについて、下記のとおり入札結果を報告し、着工を届け出ます。

                                               　　 記

	対象施設・機械名

又は工事等の契約名
	

	施行方法
	直営施行・請負施行・委託施行・代行施行

	施工業者選定方法
	一般競争入札・指名競争入札・

代行施行における競争見積・随意契約

	入札執行年月日
	　　年　　月　　日

	入札立会者の

所属・役職・氏名
	

	入札予定価格（税抜）
	                                             円

	入札参加業者名及び

入札価格（税抜）


	
	            円

	
	
	            円

	
	
	            円

	
	
	            円

	
	
	            円

	入札執行回数
	　　回

	落札業者名(契約業者名)
	

	契約価格（税込）
	                                             円

	契約年月日
	　　年　　月　　日

	建築場所
	

	工事開始日
	　　年　　月　　日

	完了予定年月日
	　　年　　月　　日

	工事監理者
	

	入札結果等の公表方法
	

	備　考
	 　　年　　月　　日付け○○第○○○号　交付決定通知


（注）１　「施行方法」欄及び「施工業者選定方法」欄は、該当するものを○で囲む。
             　   ２　「入札予定価格」欄には、未公表の場合には「未公表」と記入する。ただし、不落札
随意契約の場合には、必ず記入する。
           　　   ３　「入札参加業者名及び入札価格」欄は、入札に参加した業者名を全て記入し、入札
          　　　　  最終回に投じられた価格を記入する（途中棄権した業者がある場合には、当該業者の
価格は空欄とする）。
                  ４　不落札随意契約の場合には、「入札執行回数」欄には入札執行回数及び不落札随意契　　　　　　　　　　　

約である旨を、「落札業者名」欄には契約業者名を記入する。
          　　　　５　「施工業者選定方法」が随意契約の場合には、「入札執行年月日」欄から「入札執行
回数」欄までは記入不要とし、「落札業者名」欄に契約業者名を記入する。
                  ６　「入札結果等の公表方法」欄は、入札結果の公表時期、公表方法等を記入する。
           　　   ７　交付金の交付決定前に着工した場合には、「備考」欄には、交付決定前着工届の文書
番号等を記入する。
          　　　  ８　本報告・届出に際しては、工程表を添付すること。また、「談合等により指名停止を

受けている事業者の補助事業等における取扱いについて」に基づき、競争入札等に参加
しようとする者に参考様式を例として契約書に係る申立書の提出を求め、これを添付す
ること。
                  ９　事業が複数の契約から成る場合は、契約ごとに本表を整理すること。

	（参考様式）
契約に係る指名停止等に関する申立書
                　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 年　月　日
　事業実施主体　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  所在地
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        商号又は名称
                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者    

　 当社は、貴殿発注の○○契約に係る競争入札等への参加に当たって、当該契約の履行地域ついて、現在、農林水産省の機関から○○契約に係る指名停止の措置等を受けていないことを申し立てます。
   また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一 切申し立てません。
   （注１）○○には、「工事請負」又は「物品・役務」のいずれかを記載すること。
   （注２）この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地　　　　　 方支分局並びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センターをいう。
            ただし、北海道にあっては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府　　　　　 　沖縄総合事務局を含む。
   （注３）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第49条に規定する排除措置命令又は課徴金に係る同法第62条第１項に規定する納付命令を受けた場合であって、同一事案において他者が農林水産省の機関から当該契約の履行地域における指名停止の措置を受けた場合における当該公正取引委員会からの命令をいう。
            ただし、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な　　　   　 期間を経過した場合には、この限りではない。



 　　　　　　別記様式第２号

   　　　　　                                                                        番　　　号

             　　　　　                                                              年　月　日

             　○○県（都道府）知事　殿


提出
○○○市町村長　　
                                              　　    事業実施主体名

                                                 　　 代 表 者 氏 名     

                　　○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業のうち○○事業に係る交付決定前着工届

             　 ○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業のうち○○事業の事業実施計画に基づく別添
　　　　　　　事業について、下記条件を了承の上、交付金の交付決定前に着工したいので、お届けします。

                                                      記

             １　交付金の交付決定を受けるまでの間に、天災地変その他やむを得ない事由により本事業に
関して損失を生じた場合には、当該損失は、事業実施主体の責めに帰すること。

             ２　交付金の交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合にお
いても、異議がないこと。

             ３　本事業の着工から交付金の交付決定を受けるまでの期間内においては、本事業の事業実施

計画の変更は行わないこと。

                別　添

	  事業内容
	事業実

施主体
	施設区分
	事業量


	事業費


	工事開始予定年月日
	しゅん工予定

年 月 日
	 理　由



	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


 　　　　　　別記様式第３号

   　　　　　                                                                        番　　　号

             　　　　　                                                              年　月　日

  　　　　　　　○○県（都道府）知事　殿

                                                　　    事業実施主体名

                                                   　　 代 表 者 氏 名     

                     ○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業の施行方法等について

             　　○○年○○月○○日付け○○第○○○号をもって交付金の交付決定を受けたこの事業
について、施行方法等を下記のとおり報告します。

                                                      記

	  対象施設・機械名

  又は工事等名
	

	  施行方法


	　□　請負施行

　□　代行施行

	  契約方式


	  □　指名競争入札による契約

　□　随意契約

（入札又は契約予定年月日　　　　　年　　　月　　　日）

	  上記の契約方式を

　選択した理由


	 （一般競争入札に付し難く、指名競争入札による契約

　　又は随意契約によらざるを得ない理由を記載する。）



	　指名競争入札にお

　ける指名基準


	  （指名基準、指名方法等について記載する。）




                 　（施行方法欄及び契約方式欄は、該当する項目の□にチェックを入れること。）

 　　　　　　　別記様式第４号
                               　　 代行施行によることの理由の確認表
	　　　　　　　業務内容
	            　検討内容
	

	　　　１　代行施行管理（建設工事）

	（１）実施設計書の作成又は検討


	（※製造請負工事と一体的に代行施行を選択する場合は、代行者が実施することとなるので、理由は不要。）


	


	
	（２）業者選定の執行
	事業実施主体が、適正に入札参加業者等を選定することができない理由
	

	
	（３）入札の執行
	事業実施主体が、適正な競争入札を行うことができない理由
	

	
	（４）施工管理

  　① 施工管理者の確保

  　② 工程の調整

  　③ 工事の監理

  　④ 工事の検査

  　⑤ しゅん工検査、引渡し


	事業実施主体が、建設工事を設計図書（図面及び仕様書）と照合し、工事が設計図書のとおりに実施されているか確認することができない理由

事業実施主体が、業者を指導・監督し、設計書どおりに工事を完成させることができない理由


	

	　２　製造請負管理（製造請負工事）
	（１）基本設計、仕様の作成
	プラントの基本設計及び仕様の作成につい

て、代行者の協力が必要な理由
	

	
	（２）業者選定の執行
	事業実施主体が、適正にプラント業者等を選定することができない理由
	

	
	（３）業者決定の執行
	事業実施主体が、適正な競争見積りを行うことができない理由
	

	
	（４）実施設計の検討
	実施設計の検討を代行者に委託する理由
	

	
	（５）施工管理

 　 ① 施工管理者の確保

 　 ② 工程の調整

  　③ 工事の監理

  　④ 工事の検査

  　⑤ しゅん工検査、引渡し


	事業実施主体が、プラント工事を設計図書（図面及び仕様書）と照合し、工事が設計図書のとおりに実施されているか確認することができない理由

事業実施主体が、業者を指導・監督し、設計書どおりに工事を完了させることができない理由

	


               別記様式第５号

               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号

               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日

  　　　　　　  ○○県（都道府）知事　殿


提出
○○○市町村長　　
                                              　　    事業実施主体名

                                                 　　 代 表 者 氏 名     

               　　　○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業のしゅん工届

               　○○年○○月○○日付け○○第○○○号をもって交付金の交付決定を受けたこの
事業について、下記のとおり工事が完了しましたので、届け出ます。

                                                        記

	事業種類
	

	事業内容

（施設名・処理量等）
	

	事業費（円）
	

	建築場所
	

	工事開始日
	

	完了年月日
	

	関係法令検査年月日
	

	
	○○法
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	しゅん工検査年月日（又は予定日）
	

	引渡し年月日

（又は予定日）
	

	請負等業者
	

	工事監理者
	


            　   注：請負人等からの完了届の写しを添付すること。

 　　　　　　別記様式第６号

                                                                                    番　　　号

                                                                                    年　月　日

             ○○地方農政局長　殿　
　　　　　 　北海道にあっては農林水産大臣、
沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長
　　　　　　（又は　○○県（都道府）知事）殿）
              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県（都道府）知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　又は
                                           　　            
提出
○○○市町村長　　
　
                                                      　　  事業実施主体名
                                                     　　　 代 表 者 氏 名     
                   　○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業により取得し、又は効用の増加
した施設等に係る災害報告について

              　○○年度に実施している食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業により取得し、又は効
用が増加した施設等が災害（例：台風○○号）により被災したので、報告いたします。

                                                       記

              １  被災施設等の概要

              　（１）地区名及び○○取組名

              　（２）事業実施主体名

              　（３）施設等の所在地

              　（４）施設等の構造及び規格、規模等

              　（５）事業費

                    ア　交付金

                    イ　その他の負担金

              　（６）取得年月日

              ２  災害の概要

              　（１）災害の原因

                      　年    月    日台風第○○号による強風

                        （○○気象台調べ  ○時○分    ｍ／ｓ（瞬間風速））

              　（２）被災の程度

                      　○○㎡の被覆材及びパイプの破損

                        破損見積額

              ３  被害見積価格（復旧可能なものにあっては、復旧見込額）

              ４  その他（災害復旧計画及び資金計画）

               [添付資料]
                  １　実施計画書の写し

                  ２　財産管理台帳の写し

              　  ３　管理運営規程

                  ４　その他地方農政局長等又は政策統括官が必要と認める書類

 　　　　　　別記様式第７号

                                                                                    番　　　号

                                                                                    年　月　日

             ○○地方農政局長　殿　
　　　　　 　北海道にあっては農林水産大臣、
沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長
　　　　　　（又は　○○県（都道府）知事）殿）

              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県（都道府）知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　又は

                                           　　            
提出
○○○市町村長　　
　

                                                      　　  事業実施主体名

                                                     　　　 代 表 者 氏 名     

              　　　○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業により取得し、又は効用の増加した
施設等に係る増築（模様替え、移転、更新等）届について

              　○○年度に実施している食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業により取得し、又は効用
の増加した施設等を増築（模様替え、移転、更新等）したいので、下記のとおり届け出ます。

                                                       記

              １  増築等の理由

              ２  増築等に係る施設等の概要

              　（１）地区名及び○○取組名

              　（２）事業実施主体名

              　（３）施設等の所在地

              　（４）施設等の構造、規格、規模等

              　（５）事業費

                  　ア　交付金

                  　イ　その他の負担額

              　（６） 取得年月日

              ３  増築等の概要（例）

                （１）増築等

                          増築  鉄骨スレート葺    ○○㎡  事業費   ○○○   千円

                          増設      ○○ライン 　 ○○箱／日処理  事業費   ○○○   千円

              　（２）事業費の負担区分

                （３）着工予定時期

                （４）増築等の効果

               [添付資料]
                  １　当初実施計画書の写し

              　　２　処理能力計算書

                  ３　経営収支計画

                  ４　建物平面図及び側面図並びに増設配置図

                  ５　財産管理台帳の写し

              　　６　その他地方農政局長等又は政策統括官が必要と認める書類

   　　　　　別記様式第８号

                                                                                     番　　　号

                                                                                     年　月　日

             ○○地方農政局長　殿　
　　　　　 　北海道にあっては農林水産大臣、
沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長
　　　　　　（又は　○○県（都道府）知事）殿）

              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県（都道府）知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　又は

                                           　　            
提出
○○○市町村長　　
　

                                                      　　  事業実施主体名

                                                     　　　 代 表 者 氏 名     

               　　　○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業により取得し、又は効用の増加した
施設等に係る事業実施主体の合併に伴う取得財産の移管について

 ○○市○○○農業協同組合と○○市○○○農業協同組合は、農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第65条第１項及び第66条第１項の規定により○○年○○月○○日に合併設立を行い、○○農業協同組合となり、○○年度食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業により○○農業協同組合が取得した財産の権利義務を同法第68条の規定により○○農業協同組合が継承したので、下記のとおり報告いたします。
なお、本施設等に係る交付金の交付決定の通知に定めた条件については、○○農業協同組合が遵守いたします。

                                                        記
               １　概　要

	地区名
	事　　業　　実　　施　　の　　概　　要
	合併後
の事業
実施主体名

	
	取組名
	事業実施主体名
	事業内容
	事業費
	交付金
	取得年月日
	

	
	
	
	
	
	
	
	


 　　　       ２　移管及び交付条件の継承に係る調整経過及び対応措置

